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1　請求原因において指摘されている事実について
原告の請求原因事実で被告の不適切な行為として指摘するものは、次
のとおりと思われる。すなわち、被告が発表した論文あるいは論考の内
容（甲1及び2）、福地氏をして自衛隊幹部に対し講義させた講義の内
容（甲3）、クラスター爆弾が防衛に必要との発言（甲4）及び佐藤参
議院議員に対する献金（甲5）が、自衛隊幹部として憲法に違反するな
ど不適切であり、その結果、原告の平和的生存権（かかる権利が憲法上
保障されるものとの主張は争う）が侵害されたとして慰謝料を請求する
ものである。原告の主張は、いずれも幹部自衛官であった当時の被告の
言動を問題にするものであり、原告の請求原因は国家公務員である幹部
自衛官であった被告の言動と切り離しては全く意味をなさないもので
ある。すなわち、上記の各行為が国家公務員の地位と関係せず、純粋に
私人としてなされたのであれば、表現の自由や政治活動の自由として何
ら問題にされることはありえないからである。
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2　請求原因において指摘された事実と被告の職務行為との関係
①　「日本は侵略国家であったか仁解題（甲1）の論文は、被告が懸賞
論文の応募したものであるが、被告の当該論文の発表意図は、日本は
命をかけても守るに値する国であることを広く自衛隊員に認識して
もらいたいとの考えから出たものであり、これにより自衛隊員の意識
の高揚を期待したものであった。したがって、当該論文の発表は、航
空自衛隊の最高幹部であった被告の職務執行と社会通念上関連する
行為である。
②　自衛隊を元気にするⅠ・Ⅱ・Ⅲ（甲2）の論考は、部内誌である「
鵬友」に発表したものであるが、その趣旨も①と同様であり、被告の
職務行為と社会通念上関連する行為である。
③　甲3号証は、大正大学教授福地惇氏が、統合幕僚学校において高級
幹部を対象に「昭和の戦争」と題して行なった講義内容を受講者がま
とめたものである。これは同学校に保管され閲覧に供せられている。
被告は同学校における講師として福地氏を招碑することについて、最
終決済を行なっているところ、福地氏をして行わせた講義は、被告の
職務行為またはこれと社会通念上関連する行為である。
④　航空幕僚長であった被告が、定例の会見で、「日本は島国で海岸線
が長く、クラスター爆弾は防御に有効」と述べたことは（甲4）、空
幕長としての職務行為として行ったことは明らかである。
⑤　佐藤参議院議員に対する献金行為は、被告の職務と関連するもので
はなく個人的行為であって、かかる献金行為が原告の主張する平和的
生存権の侵害と何ら因果関係を有するものではない。
3　結語
①　以上から、前記2の①ないし④の被告の行為は、被告が幹部自衛官
として在職していた当時の職務行為または職務行為にこれと社会通
念上関連する行為であり、これらによって原告の憲法上保障されてい
る権利が侵害されたというのであれば、すべからく国家賠償を請求す
るべきであって、既に主張したとおり、被告は原告に対する関係では
無責であるといわなければならない。したがって、仮に当事者適格の
問題でないとしても、原告の請求は棄却されるべきである。
②　また、前記⑤に献金行為は、国家公務員として政治的活動を禁止さ
れている被告が、その個人的信条を代わって体現してもらうために行
なったもので、選挙権の行使と特段異なるものではなく、公務員であ
るか、民間人であるかを問わず許容される行為である。したがって、
献金行為と原告が主張する権利の侵害との間に因果関係が存在しな
いことは明々自白であるから、原告の請求は棄却されるべきである。__
被告弁論の如く、国家賠償法第1条に拠り、早急に別訴し、訴えの合一を
甲1号証・2号証における下線及び太字強調について

被告自身が加えているものである。
自衛隊法は次のように定めている。　　

（政治的行為の制限） 
第六十一条 　隊員は、政党又は政令で定める政治的目的のために、寄附金その他の利益を求め、若しくは受領し、又は何らの方法をもつてするを問わず、これらの行為に関与し、あるいは選挙権の行使を除くほか、政令で定める政治的行為をしてはならない。 
２ 　隊員は、公選による公職の候補者となることができない。 
３ 　隊員は、政党その他の政治的団体の役員、政治的顧問その他これらと同様な役割をもつ構成員となることができない。


　そして、６１条柱書にいう政令は次のように定める。


第四節　政治的目的及び政治的行為 
（政治的目的の定義） 
第八十六条 　法第六十一条第一項に規定する政令で定める政治的目的は、次の各号に掲げるものとする。 
一 　衆議院議員、参議院議員、地方公共団体の長、地方公共団体の議会の議員、農業委員会の委員又は海区漁業調整委員会の委員の選挙において、特定の候補者を支持し、又はこれに反対すること。 
二 　最高裁判所の裁判官の任命に関する国民審査において、特定の裁判官を支持し、又はこれに反対すること。 
三 　特定の政党その他の政治的団体を支持し、又はこれに反対すること。 
四 　特定の内閣を支持し、又はこれに反対すること。 
五 　政治の方向に影響を与える意図で特定の政策を主張し、又はこれに反対すること。 
六 　国又は地方公共団体の機関において決定した政策（法令に規定されたものを含む。）の実施を妨害すること。 
七 　地方自治法 に基く地方公共団体の条例の制定若しくは改廃又は事務監査の請求に関する署名を成立させ、又は成立させないこと。 
八 　地方自治法 に基く地方公共団体の議会の解散又は法律に基く公務員の解職の請求に関する署名を成立させ、若しくは成立させず、又はこれらの請求に基く解散若しくは解職に賛成し、若しくは反対すること。 

（政治的行為の定義） 
第八十七条 　法第六十一条第一項 に規定する政令で定める政治的行為は、次の各号に掲げるものとする。 
一 　政治的目的のために官職、職権その他公私の影響力を利用すること。 
二 　政治的目的のために寄附金その他の利益を提供し、又は提供せず、その他政治的目的を持つなんらかの行為をし、又はしないことに対する代償又は報酬とし て、任用、職務、給与その他隊員の地位に関してなんらかの利益を得若しくは得ようと企て、又は得させようとし、あるいは不利益を与え、与えようと企て、又 は与えようとおびやかすこと。 
三 　政治的目的をもつて、賦課金、寄附金、会費若しくはその他の金品を求め、若しくは受領し、又はなんらの方法をもつてするを問わず、これらの行為に関与すること。 
四 　政治的目的をもつて、前号に定める金品を国家公務員に与え、又は支払うこと。 
五 　政党その他の政治的団体の結成を企画し、結成に参与し、又はこれらの行為を援助すること。 
六 　特定の政党その他の政治的団体の構成員となるように又はならないように勧誘運動をすること。 
七 　政党その他の政治的団体の機関紙たる新聞その他の刊行物を発行し、編集し、若しくは配布し、又はこれらの行為を援助すること。 
八 　政治的目的をもつて、前条第一号に掲げる選挙、同条第二号に掲げる国民審査の投票又は同条第八号に掲げる解散若しくは解職の投票において、投票するように又はしないように勧誘運動をすること。 
九 　政治的目的のために署名運動を企画し、主宰し、若しくは指導し、又はこれらの行為に積極的に参与すること。 
十 　政治的目的をもつて、多数の人の行進その他の示威運動を企画し、組織し、若しくは指導し、又はこれらの行為を援助すること。 
十一 　集会その他多数の人に接し得る場所で又は拡声器、ラジオその他の手段を利用して、公に政治的目的を有する意見を述べること。 
十二 　政治的目的を有する文書又は図画を国の庁舎、施設等に掲示し、又は掲示させ、その他政治的目的のために国の庁舎、施設、資材又は資金を利用し、又は利用させること。 
十三 　政治的目的を有する署名又は無署名の文書、図画、音盤又は形象を発行し、回覧に供し、掲示し、若しくは配布し、又は多数の人に対して朗読し、若しくは聴取させ、あるいはこれらの用に供するために著作し、又は編集すること。 
十四 　政治的目的を有する演劇を演出し、若しくは主宰し、又はこれらの行為を援助すること。 
十五 　政治的目的をもつて、政治上の主義主張又は政党その他政治的団体の表示に用いられる旗、腕章、記章、えり章、服飾その他これに類するものを製作し、又は配布すること。

　　　　　以下略



　幕僚長が自分の名前で堂々と自衛隊出身者を参議院選挙に当選させるために（政令86条1号）寄付をすることは、ほかの隊員に、寄付をするよう影響を与えることになるため（政令87条1項1号～3号）、政治的行為となり、自衛隊法に違反する。

　このことは、制服組ナンバー１という地位の高さからすれば、当然のことだ。


　他方で、社会保険庁の職員が休日に政党ビラを配布した事件が有罪となった。

　これのどこが問題なのだろうか。私は「公務員です」という看板でも持って配布したのならともかく、休日に、私服で、ビラまきをしていることは、その人が公務員であることによって何か大きな影響を与えるわけではないため、まったく問題がないはずだ。

　幕僚長を告発したら、検察官、裁判所は、いかなる判断を下すのだろうか…。
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